
御所市公告第 ２ 号 

公告 

 

以下の委託業務について、プロポーザル方式により事業者を募集するため、次のとおり公

告する。 

 

令和６年１月５日 

御所市長 東川 裕 

 

１ 業務概要 

（１）業務名 

 近鉄御所駅西側複合施設整備事業 PFI アドバイザリー等業務（以下、「本業務」という。） 

（２）業務場所 

 御所市 東松本 地内 

（３）業務内容 

 別紙「近鉄御所駅西側複合施設整備事業 PFI アドバイザリー等業務仕様書」のとおりとす

る。 

（４）業務期間 

 令和６年４月１日から令和８年３月３１日まで 

（５）提案上限額 

 ５５，０００，０００円（消費税及び地方消費税を含む。） 

 ※この金額は契約時の予定価格ではなく、企画提案内容の規模を示すためのものである。 

 

２ 参加資格 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当して

いないこと。 

（２）御所市建設工事等に係る入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第９５号）

に基づく入札参加停止の期間中の者でないこと。 

（３）御所市建設工事等に係る競争入札等の参加資格等に関する要綱（平成２４年告示

第１０８号）第２条に定める「令和５年度御所市測量・建設コンサルタント業務

競争入札等参加資格者名簿」の業種区分「建設コンサルタント業務」の営業種目

「都市計画及び地方計画」に登録されていること。 

（４）平成３０年４月１日以降、公告日までに「民間資金等の活用による公共施設等の

促進に関する法律」（平成１１年法律第１１７号）に基づき、単独または共同企

業体の代表者として、事業のアドバイザリー業務（１件以上）に関する完了実績

（国または地方公共団体が発注したもの）を有していること。 



（５）個人情報等の機密情報の取り扱いに係る社内規定を整備し、その実質的な運用が

行われていること。 

（６）本業務における管理技術者及び照査技術者は以下のいずれかの資格を有すること。 

   １）管理技術者は、技術士として総合技術監理部門（建設－都市及び地方計画）

または建設部門（都市及び地方計画）で、技術士法に基づく登録を行っている者。 

   ２）照査技術者は、技術士として総合技術監理部門（建設－都市及び地方計画）

または建設部門（都市及び地方計画）で、技術士法に基づく登録を行っている者。 

（７）本業務を統括する管理技術者には、公共施設（庁舎等含む）におけるアドバイザ

リー業務の実績がある者を配置すること。 

（８）本業務の配置技術者（管理技術者または担当技術者）には、一級建築士の資格（資

格取得後５年以上の建築設計の実務経験）を有する者を１名以上配置すること。 

（９）本事業を行う期間中、管理技術者（１名以上）、担当技術者（１名以上３名以内）

及び照査技術者（１名）を配置すること。但し、各技術者の兼任は不可。また、

配置される技術者は直接的な雇用関係にあること。 

（１０）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第２号に規定する暴力団、同法同条第６号に規定する暴力団員若しくは暴力

団準構成員、同法同条第１号に規定する暴力的不法行為等を行うおそれがある者

又は暴力団若しくは暴力団員に対し、資金、武器等の供給を行う等暴力団の維持

若しくは運営に協力し、若しくは関与する者、暴力団若しくは暴力団員と密接な

関係を有する者でないこと。 

（１１）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続き開始の申立て、

又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続き開始の申立て

がなされていない者であること。 

（１２）国税及び地方税の滞納がない者。 

（１３）労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）及び雇用保険法（昭和４９

年法律第１１６号）の規定により当該保険に加入が義務づけられている者につい

ては、これに加入していること。 

（１４）公告の日において、営業を開始してから１事業年度（１２か月）以上を経過し

ていること。 

 

３ 選定方法 

本事業にかかる事業者の選定は、本市職員で構成する「近鉄御所駅西側複合施設整備

事業 PFI アドバイザリー等業務事業者選定部会」において、参加表明書ほか提出書類を

もとに一次審査を行い、企画提案者を決定する。その後、企画提案書ほか提出書類及ヒ

アリングの内容をもって最終審査を実施し、最も優れた企画提案を行った者を優先交渉

事業者として選定する。 



４ 参加にかかる資料及び様式集の配付 

（１）配付方法 

 御所市ホームページよりダウンロード 

（２）配布期間 

 令和６年１月５日から２月２０日まで 

 

なお、提案の参考となる資料として、以下の２点を市ホームページにて配付する。 

①庁舎基本計画 

②近鉄御所駅西側市有地における複合施設整備の検討 成果品抜粋 

 

５ 今後のスケジュール 

 

６ 担当・提出先 

 〒６３９－２２９８ 奈良県御所市１番地の３（御所市役所 新館２階） 

 御所市役所 まちづくり推進課内 

 近鉄御所駅西側複合施設整備事業 PFI アドバイザリー等業務事業者選定部会 

 電話：０７４５－４４－３１６８ 

 E メール：machi@city.gose.nara.jp 

 

公告日 令和６年１月５日（金） 

質問書の提出期間 令和６年１月１６日（火）午後１時まで 

質問書の回答 令和６年１月１９日（金） 

参加表明書提出締切 令和６年１月２９日（月）午後５時まで 

一次審査・通知 令和６年２月５日（月） 

企画提案書等の提出期間 令和６年２月５日（月） 

～２月２０日（火）午後５時まで 

企画提案等へのヒアリング 令和６年２月２７日（火）予定 

選定結果通知 令和６年３月６日（水）予定 

mailto:machi@city.gose.nara.jp

